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Ⅰ Cl0 商品イノベーションの 進化的モデルに 関する研究 

0 織畑 基二渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

1 , はじめに 

日本経済 は、 特にバブル経済崩壊以後、 ぞの成長性を 失ったよ うに 認識されていろ     

似たような認識はⅡ 973 年の石油ショックの 時にもあ った , ．そこで戦後の 国内総生産 (CDP 

; 名目 ) をプロットしてみると、 図表 1 の上 う に お字 曲線を描く・   この曲線は 、 り 84 年 

を 変曲点とするロジスティック 曲線で近似される。 従って日本経済 り ・ 1985 年から収穫 

逓減の成熟段階に 入ったのではないかと 仮定される。 

一方バブル経済崩壊後の 大不況の原 " 。 。 *n) 

因は ついては、 不良債権 問題にメスが 入   
  

        
  R,=098l   
  

  世外 皿 

  
-- 珪キ皿 

  

    

れられるに従って、 やっと、 GDP の ぉ 割 

を占める消費の 不振に目が向けられてき 

た。 しかしこの消費不振を、 消費性向 ( 消 

費支出Ⅰ可処分所得 ) を指標にして 推移 

を調べてみると、 1982 年以来一貫した 低 

下 傾向を示していを ( 図表 2) ぞの 原 

因を究明することは 本稿の目的ではない 

が、 日本の消費の 成熟、 ず なわちあ りふ 

れた商品の撲和が - 因であ ることは、 は 

経 消費経済研究所の 最近の調査や 武藤の 

研究 (1999) によっても、 容易に推定され・ 

る 。 調査によれば、 「 今 これといって 買 

いたいものはない」消費者が、 l995 年に 

刃 % 、 97 年には 78 れ にのぼった 武藤の 

分析によれば、 必需品以覚の 著 修 財への 

出費が 82 年に 40 % を超え、 その後バブ 

ル 崩壊後も 40% 以上を維持しているとい 

口姦 l 日本の GOP( 名目 ) 硅はと近似ロジスティソウ 曲枕 
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出所総務庁「文材 拍蚕 年報」 

っ 。 

ところが一方において 日経の調査ヰょ、 
図表 2 平均 刑甘 性向の推移 

「新商品。 や話題性のあ る商品には関心が 

あ る」消費者も、 95 年に 66% 、 97 年には 82 Ⅸ 0 を占めていることを ボ している ず なわち 

これらの観察事実あ るいは実証分析がインプリケートしていることは、 消費者が財布の 口 

を 開かないことが 不況の - 因かもしれないが、 - 般企業が、 消費者が財布を 開くようなプ 

ロダクト・イノベーションを 起こせないでいることも、 不況の原因であ るということであ 

る 。 
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2, 研究開発投資の 論点 

しかし供給側が、 それなりの行動様式をとっていろことは、 図表 3 が示していろ ず 

なわち企業側も 成熟段階に突入して 以降、 ほぼ一貫して 研究開発支出を 増大させていろ 、 ろ 

しかも 1985 年には、 研究開発支出は 設備投資額を 抜いた それにもかかわらず、 消費性 

向 をはじめとする 消費の指標が 下降しているのであ るそれには 3 つの原因が 想 、 足されろ 

す な れ ち (1) まだ研究開発支出が 不足していること、 (2) 支出対象が適切ではないこと、 (3) 

支出のマネジメントが 適切ではないこと、 であ ろ。 

(lL 、 (2) の検証は、 本稿の主旨ではな l0 ほ 円 

いが、 若干コメントしておく (1) につい ・ 棚 ，   
研究 肋尭 支出 

ては、 渡辺が精微な 分析を行った (1995: 渡 ・ m 

辺 地 ， 1998L 。 その分析で は、 世の経営者は 
    

'" 冶     
研究開発強度 ( 研究開発費Ⅰ売上高 ) を 低 

  
        鞍慨投寅 
    

下させまいとして 経営したが、 8U 年代に研 。 M         
Ⅰ・ @ ノ 

        / @   
究 開発費のデフレータが 売上高のデフレー 。 ㏄。 ・   

タを上回って 推移したために、 研究開発 強 2000 

度は低下しなくても 実質の研究開発費は 減 

少し、 「名目と実質との 錯覚によ         研                   1984 1986 1988 1990 1992                         

究 開発投資の手抜きが 起きた」 ことを指摘 出所 : 俺 枕席「科学技 街 研究 机斉 報告」 
通産 牛 Ⅰ主要 珪集 の 鞍 ほぼ資材 画 Ⅱ 

している。 

(2) についてもっとも 注目 づ - べきこと 図表 3: 研究開発支出と 投は 投資の推移 

は 、 日本人の消費支出の 内サービスに 対する支出が 年々増加し、 現在 は 1/3 を占めている 

にもかかわらず、 サービス業の R&D 支出が全 R&D 支出の内、 OECD 加盟国中最低の 4.2%, 

であ ることであ る (OECD. 1999)    ちなみに、 比較可能な 1996 年において、 アメリカは 

19.5% 、 最高はカナダ   (@33.U 拓であ った     

問題は (3) の、 研究開発支出のマネジメント、 す かわら商品開発 マ - ネ、 ジメントの論点 

であ る。 

3, 成熟段階における 商耳 " イノベーションの 方法論 

成功をもたらず 商品開発の方法論を 探るため、 筆者 は 深層分析の対象とずべき 企業を 

選ぶために、 各種資料から 4U-jU 社のプールをまずつくった       次にその内から 13 社に対 

して深層インタビューを 行い、 最終的に、 6 商品に焦点を 合わせて分析した。 それは次の 

ものを含んでいる。 ずなね ち、 富士写真フィルムの「 写 ルンで す 」、 キヤノンの LBP ( レ 

ーザービーム・プリンタ 一 ) 、 アサヒビールの「スーパードライ」、 ソニ一のビデオカメ 

ラ 、 シャープの PDA ( 携帯情報端末 ) 、 東芝のノートブック PC ( パソコン ) であ る． こ 

れらの商品はいずれもパイオニア 商品 ( つまり世界初 ) であ り、 事業としても 大成功をお 

さめた商品。 であ る ( どのような成功を 収めたかは、 紙面の制限 - ヒ ここでは述べない )   

これらの商品の 開発 プはセス に は 、 顕著な共通点があ つた。 それはイノベーション @. ょ 
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技術革新が先導するのではなく、 商品ロコンセプトの 創造が先導するということであ る。 も 

ちろん技術的なプレークスルーは 数多く起きていた。 しかしそれらは、 技術の黍道 

(trajecto げ ) 上で起きたのではなく、 商品コンセプトの 実物化・実体化のために 起きたので 

あ る。 2-3 例を示せば、 「 写 ルンです」のコンセプトの 実物化には、 高感度・高画質のフ 

ィルムの開発が 必要だが、 この 2 つの条件は二律背反であ った。 再感度を決定するのは 感 

兆 粒子であ る八ロゲン化 銀 粒子の大きさだが、 それを大きくすればするほど 画面は粗くな 

るのであ る。 それを富士は「新感光 核 形成技術」によって、 高感度のまま 粒子の体積をⅠも 

に 縮小した。 LBP の技術的中心課題は、 感光ドラムの 上にレーザービームをスキャニン 

グして記録させる 技術であ った。 しかし強いエネルギーを 感光ドラムに 当てると穴があ い 

てしまう。 さもなければ 長時間かけて 記録するしかない。 この矛盾をキヤノンは、 八面体 

の プリズムを高速で 動かす技術で 突破した。 スーパー ドライの魅力を 支えるのは、 「ドラ 

イ」という味のコンセプトであ る。 しかし日本酒には「辛口」、 ワインには「ドライ」と 

い う コンセプトがあ ったが、 ビールには存在しなかった。 そこでアサヒはまず「 キレ があ 

って コク があ る」ビールを 造った。 しかしこの キレ という 味とコク という味の同時達成は、 

技術的に二律背反であ った。 これをアサヒは 酵母 508 号の発見によって 突破することがで 

きた。 

また市場ニーズを 商品の機能   性能に直接変換する 従来の方法論は、 市場が成熟する 

に 従ってニーズが 潜在化してきたが 故に、 もはや有効ではなくなってきている。 市場調査 

でニーズを把握することが、 非常に困難になっているのであ る。 

従来プロダクト・イノベーションの 研究では、 技術革新先導 (technology-d Ⅱ ven) か て 

一 ケットニーズ 先導 (m 酊 ket- ㎡ ven) かの論争が長く 続いてきた。 それに対して、 その両方 

が必要だとして「プロトコル」という 概念が提起された (Craw ぬ rd, 1984) 。 これは技術陣 

と 営業障との間の agreement であ る。 その後、 Clark と FuJ ㎞ oto は本田技研工業の 商品開 

発の研究 (1990) から商品コンセプトの 重要性を発見し、 その機能が製品統合性 (integ Ⅱ ゆ 

にあ ることを報告している。 さらに児玉は「需要表現 (demand 田 icuIation) 」という類似の 

概念を発表した (1991)0 

われわれのスタディによれ ば 、 商品 コ 市粁 臣一ズ 0 泊 京 

ンセプトはプロダクト・イノベーションに 浅い 榛、   

高い 

技術 圭滞 コンセプト宝町   

大 Te 苗 ndo り ・ C0@cep レ D Ⅱ ven 

  
"" 革新   俺争俺壁 

" 似 " キーズ主滞 

7J 、 Mc キ Too Markel.D 打 ven 

低い 

おいて、 ( 先端的企業という 制約があ るに 

しても ) 実業界は学術界が 認識する以上に、 

その重要性を 認識しており、 かつそれは、 

製品統合性以上の 重要機能を持っている。 

それはプロダクト・イノベーションの ドラ 

イバ一であ り、 技術開発の目標であ り、 マ 

ーケティンバの 目標であ る。 すな む ちプロ 

ダクト・イノベーションが 成功裏 に事業化 

される上で、 商品コンセプトはそのプロセ 

スに一貫性を 与えている。 まさに成功商品 

は、 一頁したロジックを 持っているのであ 

る。 

  ノ 大 

南 耳 w 受容度 

            プロダクト   イ / ペ - ションの方法 蹟 
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以上から商品ロコンセプト 主導のプロダクト   イノベーションを、 図表 4 のように位置 

づける。 

4. 商品イノベーションの 進化的モデルと 商品コンセプトの 意味 

プロダクト，イノベーションにおいては、 改良的イノベーション (incremental 

innovation) はもらろん、 画期的イノベーション (radical Ⅱ nn)ovation) ですら、 過去からの進化 

の結果であ るといえる‥ ここでなにが " 改良的 " で、 なにが " 画期的 " かを子細に論じる 

ことは重大な 問題ではない (Henderson anmd dlark 、 1ggU),., まだ生物学を 論じているのではな 

いので、 " 進化 " の厳密な定義は 必要ない (Nelson an 、 d W 。 、 te,, 1982) 。 それは常識的に 広い 

意味で解釈すればよい。 ただ、 時には速い変化が 起こることを 受け入れることに・よって 、 

連続性を持たすことにする。 

プロダクト，イノベーシ コ ンを進化論的にとらえた 先人はいる (Abemathy  md 

Utterback, 1978;Dosi, 1982: 団荻 k, 1985) 。 その中から、 ここでは Q 町 k によるモデルを 実証 

的に発展させることにする。 Oark は、 イノベーションは 顧客からの要求や 使用の経験を 

とりこんだ、 技術と市場との 相互作用によって 進化するとした     われわれ ば この技術と市 

場の間に 、 「スピン・サイクル」なる 概念を導入する。 

  Technol   gy 
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Ⅰ
 の プロセスは物の 流れ、 (4) の プ は セス Process 

Ⅰ 

は 情報または知識の 流れであ ることに 留 p 「 0totype - 煮 てノ し よ したがって、 (l)f. ょャき報 Ⅰ 知 Interpretation 

識 づ物、 (2) は逆に物づ情報Ⅰ知識とい 
P 月 OCeJs 

ぅ 変換プロセスであ る         D 亦ひ甜 。 Ⅰ P の 月ダリ cess 

改良的イノベーションにおいて @ %.1 ム 

  

Institution 
このサイクルは 閉じているが、 画期的 イ 

Insti   uLonG   
COntex に 

ノ ベーションにおいては、 (3) から (4) へ 

の 進展が存在しない。 す な れ ち 画期的 ィ InStltUtlonal 丁「 ajecto 「 y 

ノベーションのスピン・サイクルは、 (4) 図表 5 : 田畑 的 プロダクト・イノベーションのスピン・サイクル 

づ (1)-,(2) づ (3) という経過を 経て、 改 

良的イノベーションのスピン・サイクルに 入る ( 図表 5)      ということは、 画期的 イ / ベ 

一 ションにおいては、 市場環境 ( ㎞ S 田 、 @lion) からの情報や 知識が新商品のコンセプトを 誘 

因 (inldUCe) する。 

このプロセス (in]stitultion]alind け WCem Ⅱ e Ⅱ ltprocess) をも う 少し詳細に述べれば、 市場の方向 

性 (inlst 而 tionaI 甘可 ecto け ) があ る脈絡 ( ㎞ stirt ㎡ onal context) を持っているとき、 その環境情報 

が 「解釈されて」 (inte 甲 retation) あ る意味を持ってくる。 その意味が商用ロコンセプトに 結 
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晶 化される。 すなむち商品コンセプトとは、 市場環境に適合する、 商品 口 によって意味され 

るもの、 商品の内容 (COntenltS) であ る。 従って目に見える 商用口は、 その内容すなわち 西日ロ 

コンセプトが、 デザインや技術によって 表現されたもの (exPreSSion) であ る。 これらから 

次の重要なメッセージが 導き出せる・ 

・画期的な商 E 。 のコンセプトは、 市場のトレンドによって 誘因される     

  同じ市場環境でも、 ぞの解釈によって 商品コンセプトは 異なってくる。 ここに商品の 独 

自性が生まれる。 

  画期的プロダクト ，イノベーションでは、 そのスピン・サイクル 上のプロセスを 速いス 

ピードで通過してプロトタイプを 作成し、 市場に出して 改良のスピン・サイクルに 入る 

ことが重要であ る． 

一 商品のスピン・サイクルは、 流動的状態から 固定的状態に 推移する (Abemathy ㎝ d 

Utterback, 1978) とともに、 市場のトレンドや 変化によっても 移動ずる。 ず なわち商品 は、 

一荷 は ロコンセプトを 超えて進化する。 例 として図表 6 に、 シャープによる 電卓 づ 電子手帳 

づ PDA という商品進化を 示した。 しかも ( 電卓は別として ) 、 電子手帳 も PDA( 「 ZAURUS 」 ) 

も、 それ以前には 存在しなかった 画期的な商 E 。 であ る。 さらに注目すべきは、 これらの 商 

晶群の間で、 「遺伝子」が 伝わっていることであ る」遺伝子には 技術的な遺伝子の 他に、 

いわゆる学習効果に よ る経済的遺伝子があ るり ( 電卓を大量に 作ってきたが 故に、 電子芋 

恨 も PDA  も安く作れる ) 

Portable@Cal   ul   tor EiectromcN0[c@ok Personal@Di   ital@Assistance Product 

" 妄 
  Ⅰ 1 Ⅰ S れ t Ⅰは 0llal 

Tra Ⅱ   ctory 

ユ Ⅰ ユユ ■■Ⅰ Ⅰ ゥゥヮ ■■■Ⅰ っユュ 
ユ Ⅰ ワユ " 井戸 

ワウ■ⅠⅠ 

図表 6 :  電卓、 電子手帳 、 PDA の進化 

5 、 おわりに 

商品 コ コンセプトをドライバーとするプロダクト・ イ / ベーシコンに 関連して、 2 つの 

インプリケーションが 言えよう。 第一は実践的に、 日本の多くの 企業がこの方法を 会得し 

たならば、 ( サービス業も 含めて ) 日本により多くの 画期的商品が 出現し、 消費も活発化 

するのではないかということであ る。 第二には学術的に、 米国のシリコン・バレー を 中心 

としたプロダクト・イノベーションとの 比較であ る。 もし彼らが異なる 方法論を採用して 

いるとするならば、 その理由は何なのかということであ る、   
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